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(57)【要約】
　核分裂炉は、中央の長手方向チャネルがその中にある原子炉空間を包含するシェルを有
し、隣接するリングを有する複数の軸方向に延びるリングは、第１の複数の一次軸管が円
周方向に配置される環状円筒形空間を規定する。円周方向に隣接する一次軸管は、複数の
二次チャネルのうちの１つによって分離され、複数のウェビングは、複数の一次軸管の少
なくとも一部を隣接する構造に接続する。核分裂性核燃料組成物は、複数の二次チャネル
の少なくともいくつかに配置され、一次冷却材は、一次軸管の少なくともいくつかを通過
する。積層造形およびサブトラクティブ製造技術は、燃料を充填した原子炉空間の一体構
造および単一構造を生成する。製造中および完成時の原子炉設計は、製造中のその場監視
からのデータを統合および解析する計算プラットフォームを使用して解析できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　核分裂炉であって、
　　長手方向軸を有する原子炉空間を包含するシェルと、
　　前記原子炉空間の長手方向軸と同じ位置にある軸を有する中央長手方向チャネルを規
定する内径表面を含む軸方向円筒と、
　　前記原子炉空間内に配置され、前記軸方向円筒に対して同心円状に配置された複数の
軸方向に延びるリングであって、前記複数の軸方向に延びるリングは、半径方向に分離さ
れており、任意の２つの隣接する軸方向に延びるリングについて、半径方向内側に隣接す
るリングと半径方向外側に隣接するリングの両方を形成し、前記半径方向内側に隣接する
リングの外径表面および前記半径方向外側に隣接するリングの内径表面は、環状円筒形空
間を規定する、複数の軸方向に延びるリングと、
　　環状円筒形空間内に円周方向に配置された第１の複数の一次軸管であって、各一次軸
管は、一次チャネルを形成する内径表面と外径表面とを含む、第１の複数の一次軸管と、
　　複数のウェビングであって、前記複数の一次軸管のそれぞれの外径表面は、第１のウ
ェビングによって半径方向内側に隣接するリングに接続され、第２のウェビングによって
半径方向外側に隣接するリングに接続される、複数のウェビングと、
　　円筒形空間内の複数の二次チャネルであって、円周方向に隣接する一次軸管は、複数
の二次チャネルのうちの１つによって分離される、複数の二次チャネルと、
　　前記複数の二次チャネルの少なくともいくつかに位置する核分裂性核燃料組成物と、
　を備える、核分裂炉。
【請求項２】
　前記複数の二次チャネルの少なくともいくつかに位置する核分裂性核燃料組成物は、核
分裂炉全体で体積的に同一である核分裂性核燃料要素のセットを形成する、請求項１に記
載の核分裂炉。
【請求項３】
　前記一次チャネルの半径方向断面の面積と前記二次チャネルの半径方向断面の面積との
比は、核分裂炉全体で一定である、請求項１または２に記載の核分裂炉。
【請求項４】
　前記二次チャネルの内表面は、円周方向に隣接する一次軸管の外径表面の一部、円周方
向に隣接する一次軸管のそれぞれに関連する第１のウェビングおよび第２のウェビングの
表面、並びに半径方向内側に隣接するリングの外径表面の一部および半径方向外側に隣接
するリングの内径表面の一部を含む、請求項１、２および３のうちいずれか１項に記載の
核分裂炉。
【請求項５】
　前記核分裂性核燃料組成物は、前記二次チャネルの内表面と熱伝達接触している、請求
項４に記載の核分裂炉。
【請求項６】
　一次冷却材は、核分裂性核燃料組成物を含む複数の二次チャネルのうちの１つによって
分離された円周方向に隣接する一次軸管のそれぞれの一次チャネルを通って流れることが
できる、請求項１ないし５のうちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項７】
　前記円周方向に隣接する一次軸管は、環状円筒形空間内に非接触的に分布している、請
求項１に記載の核分裂炉。
【請求項８】
　前記核分裂炉は、最も半径方向内側の軸方向に延びるリングの内径表面と軸方向円筒の
外径表面との間に円周方向に配置された第２の複数の一次軸管を含み、前記第２の複数の
一次軸管のそれぞれの外径表面は、第１のウェビングによって軸方向円筒の外径表面に接
続され、第２のウェビングによって最も半径方向内側の軸方向に延びるリングに接続され
る、請求項１ないし７のうちいずれか１項に記載の核分裂炉。
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【請求項９】
　前記核分裂炉は、シェルの内径表面と最も半径方向外側の軸方向に延びるリングの外径
表面との間に円周方向に配置された第３の複数の一次軸管を含み、前記第３の複数の一次
軸管のそれぞれの外径表面は、第１のウェビングによって最も半径方向外側に軸方向に延
びるリングの外径表面に接続され、第２のウェビングによってシェルの内径表面に接続さ
れる、請求項１ないし８のうちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項１０】
　前記シェル、前記軸方向円筒、前記複数の軸方向に延びるリング、前記複数の一次軸管
、および前記複数のウェビングが一体の単一構造である、請求項１ないし９のうちいずれ
か１項に記載の核分裂炉。
【請求項１１】
　前記シェル、前記軸方向円筒、前記複数の軸方向に延びるリング、前記複数の一次軸管
、および前記複数のウェビングは、金属合金から形成されている、請求項１ないし１０の
うちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項１２】
　前記核分裂炉は、前記シェルの外径表面の周りの反射器を含む、請求項１ないし１１の
うちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項１３】
　減速材、制御棒、および科学機器のうちの少なくとも１つを含むものは、１つまたは複
数の一次チャネルに配置される、請求項１ないし１２のうちいずれか１項に記載の核分裂
炉。
【請求項１４】
　前記円筒形空間のそれぞれにおける前記第１の複数の一次軸管は、前記原子炉空間の長
手方向軸に対して６回回転対称性を有する、請求項１ないし１３のうちいずれか１項に記
載の核分裂炉。
【請求項１５】
　前記軸方向円筒の１つまたは複数の中央長手方向チャネルおよび１つまたは複数の一次
軸管の一次チャネルは、前記核分裂炉の外表面からアクセス可能である、請求項１ないし
１４のうちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項１６】
　前記一次軸管は、原子炉の軸と平行な長手方向軸を有する、請求項１ないし１５のうち
いずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項１７】
　前記一次チャネルを形成する一次軸管の内径表面は、前記一次軸管の長手方向軸に対す
る軸方向位置の関数として変化する、請求項１６に記載の核分裂炉。
【請求項１８】
　前記一次軸管は、チャンバ化されている、請求項１ないし１５のうちいずれか１項に記
載の核分裂炉。
【請求項１９】
　前記長手方向軸に垂直な二次チャネルの断面は、１枚の双曲面の断面の形状を有する、
請求項１ないし１８のうちいずれか１項に記載の核分裂炉。
【請求項２０】
　核分裂炉を製造する方法であって、
　　核分裂炉のモデルを準備するために予測解析と因果解析を適用するステップと、
　　積層造形技術を使用して、層ごとに核分裂炉を製造するステップと、
　　製造中、マシンビジョンと加速処理を備えた核分裂炉の製造をその場で監視するステ
ップと、
　　その場監視からのデータを解析するステップと、
　　解析されたデータに基づいて核分裂炉の製造を調整するステップと、
　を含む方法。
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【請求項２１】
　核分裂炉を製造する方法であって、
　　核分裂炉のモデルを準備するために予測解析と因果解析を適用するステップと、
　　サブトラクティブ製造技術を使用して、層ごとに核分裂炉を製造するステップと、
　　製造中、マシンビジョンと加速処理を備えた核分裂炉の製造をその場で監視するステ
ップと、
　　その場監視からのデータを解析するステップと、
　　解析されたデータに基づいて核分裂炉の製造を調整するステップと、
　を含む方法。
【請求項２２】
　前記方法は、
　　製造された核分裂炉のデジタル版を準備するステップと、
　　前記製造された核分裂炉のデジタル版の解析に基づいて、前記製造された核分裂炉の
特性を相関させるステップと、
　を含む請求項２０または２１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願
　この出願は、２０１８年６月２１日に出願された米国仮特許出願第６２／６８８，２５
５号に対する３５Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１１９（e）に基づく優先権を主張し、その全内容は参
照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、一般に、核分裂炉および核分裂炉内の活性原子炉空間に関連する構造に関す
る。特に、開示された核分裂炉および原子炉空間は、冷却材の流れのためにチャネル間の
空間に装填された核分裂性核燃料を含み、サイズが拡張可能である一方で、原子炉のサイ
ズに関係なく、核分裂性核燃料を有する各場所は、断面積および／または体積が同一のま
まである。制御棒、制御棒ドライバ、減速材などの支持および補助機器で、サイズも拡張
可能である。本開示はまた、特に、燃料負荷原子炉空間のための一体構造および単一構造
を生成する積層造形技術によって、そのような原子炉および構造を製造する方法に関連し
、そのような原子炉および構造の製造のための予測品質保証を提供する。
【背景技術】
【０００３】
　以下の説明では、特定の構造および／または方法について言及する。しかしながら、以
下の参考文献は、これらの構造および／または方法が先行技術を構成することを認めるも
のとして解釈されるべきではない。出願人は、そのような構造および／または方法が本発
明に対する先行技術として適格ではないことを実証する権利を明示的に留保する。
【０００４】
　従来の核分裂炉は、ウランベースの燃料などの核分裂可能な核燃料を、丸い管、プレー
ト、または六角形の燃料要素の内部に配置して利用する。これらの燃料要素は、原子炉の
炉心の基本要素である燃料集合体に集められ、配置される。従来の燃料集合体１０（図１
を参照）は、例えば、燃料要素１２（燃料１４および可燃性毒物を含む）、燃料集合体構
造の機械的支持、スペーサグリッド１６（構成要素の間隔と燃料要素のガイドを確保する
）、および、例えば、制御棒１８または炉内計装２０などのための非燃料管の複雑な配置
である。設計に応じて、原子炉容器は、数十の燃料集合体１０（燃料バンドルとしても知
られる）を有し得、各集合体１０は、２００以上の燃料要素１２を含み得る。
【０００５】
　炉心内では、一次冷却材（水など）が燃料集合体１０を通っておよび／またはその周り
を流れ、核分裂反応の減速材（水型冷却原子炉の場合）および燃料要素内の核分裂反応に
よって生成される熱のための熱抽出媒体の両方を提供する。加熱された一次冷却材は一次
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サイクル内を循環し（一次冷却材に曝される、接触する、または曝されるシステムを意味
する）、伝統的に熱エネルギを二次システムに伝達し、そこで熱励起流体が生成されてタ
ービンに流れ、タービンは、発電機を回転させるために使用することができる。
【０００６】
　構造の複雑さは、設計に応じて、チューブ、ポンプ、計装、熱交換器、蒸気発生器など
、一次サイクルの様々な構成要素を含む、原子炉内の他のシステムにまで及ぶ。したがっ
て、燃料要素、燃料集合体、炉心、および原子炉システムの建設は全て、厳格な設計およ
び製造基準に加えて、調達、取り扱い、設置、検査および試験に関連するものなど、製造
前、製造中、および製造後の広範な管理の対象となる。
【０００７】
　したがって、これらの複雑な構造、特に、燃料要素および燃料集合体の設計を行うこと
は、そのような複雑な構造の設計および製造並びに品質保証のいずれかを改善するのに有
利であろう。
【発明の概要】
【０００８】
　一般に、本開示は、一次冷却材、減速材、制御棒、スクラム棒および／または補助装置
用の非燃料管の間およびその周囲の炉心内の場所に核分裂性核燃料を配置する核分裂炉に
関する。核分裂性核燃料と非燃料管のこの配置は、管内に配置された核分裂性燃料と燃料
管の間および周囲を流れる一次冷却材の従来の配置と反対（または逆）である。
【０００９】
　本明細書に開示される実施形態は、長手方向軸を有する原子炉空間を包含するシェルと
、原子炉空間の長手方向軸と同じ位置にある軸を有する中央長手方向チャネルを規定する
内径表面を含む軸方向円筒とを備える核分裂炉を含む。複数の軸方向に延びるリングが原
子炉空間内に配置され、軸方向円筒に対して同心円状に配置されている。複数の軸方向に
延びるリングは、半径方向に分離されて、任意の２つの隣接する軸方向に延びるリングに
ついて、半径方向内側に隣接するリングと半径方向外側に隣接するリングの両方を形成す
る。半径方向内側に隣接するリングの外径表面および半径方向外側に隣接するリングの内
径表面は、環状の円筒形空間を規定する。核分裂炉は、各環状円筒形空間内に円周方向に
配置された第１の複数の一次軸管を含む。各一次軸管は、一次チャネルを形成する内径表
面と外径表面とを含む。複数のウェビングは、複数の一次軸管の少なくとも一部、あるい
は全てを、第１のウェビングによって半径方向内側に隣接するリングに接続され、第２の
ウェビングによって半径方向外側に隣接するリングに接続される複数の一次軸管のそれぞ
れの外径表面などの隣接構造に接続する。核分裂炉は、各環状円筒形空間内に複数の二次
チャネルを含み、円周方向に隣接する一次軸管は、複数の二次チャネルのうちの１つによ
って分離されている。核分裂性核燃料組成物は、複数の二次チャネルの少なくともいくつ
かに位置している。
【００１０】
　本明細書に開示される実施形態はまた、核分裂炉を製造する方法を含む。この方法の実
施形態は、予測解析および因果解析を適用して、核分裂炉のモデルを準備し、機械ビジョ
ンおよび加速データ処理を備えた核分裂炉のその場監視製造の製造中に、積層造形技術を
使用して層ごとに核分裂炉を製造し、その場監視からのデータを解析し、リアルタイムで
解析されたデータに基づいて核分裂炉の製造を調整する。場合によっては、製造装置、特
に、積層造形装置の製造量は限られており、モノリシックに製造された単一の部品の最大
サイズに影響を与える（しかしながら、再配置技術は、そのようなモノリシック製造部品
のサイズの増加に対応する可能性がある）。したがって、例えば、核分裂炉（または他の
構造）のために本明細書に開示される製造方法は、その後の組み立てのためにモノリシッ
クベースまたはセグメントベースで構造を製造するように適合させることができる。
【００１１】
　この方法の実施形態はまた、製造された核分裂炉のデジタル版を準備することができる
。そして、製造された核分裂炉のデジタル版の解析に基づいて、製造された核分裂炉の特
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性を相関させる。
【００１２】
　さらに、本明細書に開示される実施形態は、核分裂炉の設計を認定し、許容可能な製造
、並びに核分裂炉の個々の構成要素を検証するために使用することができる。例えば、本
明細書に開示される核分裂炉を製造する方法はまた、完成時の構造の性能および完全性を
決定および確認するために使用され得る。したがって、これらの方法は、例えば、政府規
制機関、政府機関および部門、電力会社などの営利団体などの第三者による原子炉の認定
または受け入れ基準に関する情報を提供するための新しい手段として役立つことができる
。
【００１３】
　開示された原子炉および炉心は複雑な機械的形状を有するが、元素金属または金属合金
またはセラミック（例えば、粒子、ワイヤーまたは粉末形態でのそのような材料の使用を
含む）の３Ｄ印刷などの一体型および反復製造は、反転原子炉をより簡単に製造すること
ができる。他の利点には、例えば、リングまたはリング間隔の形で追加の寸法単位を追加
することによる、改善された重量出力比、内部応力の低減、および拡張性が含まれる。
【００１４】
　前述の要約、並びに実施形態の以下の詳細な説明は、添付の図面と併せて読むと、より
よく理解することができる。図示された実施形態は、示された正確な配置および手段に限
定されないことを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】核分裂性核燃料および非燃料管のロッドを備え、一次冷却材がその中および／ま
たはその周りを流れる燃料要素を備えた従来の燃料集合体を示している。
【図２Ａ】例示的な核分裂炉の斜視軸方向断面図を示している。
【図２Ｂ】原子炉空間を取り囲む例示的なシェルの拡大された斜視半径方向断面図を示し
ている。
【図３Ａ】核分裂炉の一部の斜視半径方向断面図を示している。
【図３Ｂ】図３Ａの一部の拡大された斜視半径方向断面図を示している。
【図４】核分裂炉の一部および燃料要素の例の斜視半径方向断面図および軸方向断面図を
示している。
【図５Ａ】複数の一次チャネルに配置された支持および補助装置を示す概略斜視図である
。
【図５Ｂ】ロッドの形態の中性子減速材料の例を示している。
【図５Ｃ】ロッドの形態の中性子減速材料の例を示している。
【図５Ｄ】核分裂炉の部分的な切り取られた図に対する制御棒システムおよびその位置を
示す概略斜視図である。
【図６】核分裂炉の例示的な実施形態における制御棒および減速材の例示的な数および分
布を斜視断面図で示している。
【図７】核分裂性核燃料の核分裂による要素の核変換から生じる応力を低減するために空
間またはギャップを組み込んだ核分裂炉の例示的な実施形態の半径方向断面の一部を示す
概略図である。
【図８】開示された核分裂炉の例示的な実施形態の６回回転対称性を示している。
【図９】本明細書に開示される核分裂炉および燃料負荷原子炉空間のための一体構造およ
び単一構造を製造するための積層造形法の実施形態を要約している。
【図１０Ａ】核分裂炉の実施形態の態様を調査するために使用されるユニバーサル反転原
子炉計算プラットフォーム（「ＵＩＲＣＰ」）の態様に関連するスクリーンショットを示
している。
【図１０Ｂ】核分裂炉の実施形態の態様を調査するために使用されるユニバーサル反転原
子炉計算プラットフォーム（「ＵＩＲＣＰ」）の態様に関連するスクリーンショットを示
している。
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【図１１Ａ】実施例２で使用された幾何学的関連変数の幾何学的構造および寸法の詳細を
示している。
【図１１Ｂ】実施例２で使用された幾何学的関連変数の幾何学的構造および寸法の詳細を
示している。
【図１２】実施例２のユニバーサル反転原子炉計算プラットフォームプロセスから得られ
た固体ＣＡＤモデルの例を示している。
【図１３】実施例２のユニバーサル反転原子炉計算プラットフォームプロセスから得られ
た温度等高線図の例である。
【図１４Ａ】核分裂炉の例示的な実施形態に関連する温度および中性子工学のプロファイ
ルを示している。
【図１４Ｂ】核分裂炉の例示的な実施形態に関連する温度および中性子工学のプロファイ
ルを示している。
【図１４Ｃ】核分裂炉の例示的な実施形態に関連する温度および中性子工学のプロファイ
ルを示している。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図２Ａは、例示的な核分裂炉の斜視軸方向断面図を示している。核分裂炉１００は、核
分裂性核燃料組成物（その例は、図２Ｂに核分裂性核燃料組成物１０４として示されてい
る）を含むシェル１０２、シェル１０２および原子炉空間を移動可能に貫通する制御棒お
よび補助装置１０６、シェル１０２の外径表面の周りの反射器１１０、シェル１０２に出
入りする一次冷却材の流れ１１２のための管、および格納容器１１４を備える。図２Ｂは
、図２Ａのいくつかの特徴の拡大された斜視図、半径方向断面および軸方向断面図を示す
。説明と明確化のために、一次システムおよび二次システムの他の特徴など核分裂炉およ
び核分裂発電所の他の特徴は、図２Ａ～図２Ｂには示されていないが、当業者には知られ
ている。
【００１７】
　図３Ａは、核分裂炉１００の一部の斜視半径方向断面図を示している。図示のシェル１
０２は、原子炉空間１０８の第１の端部から第２の端部まで延びる長手方向軸１２０を有
する。シェル１０２は、この実施形態では、半径方向および軸方向の両方で、ハニカム構
造と同様の内部特徴を有する原子炉空間１０８を包含する。例えば、シェル１０２内には
、原子炉空間１０８の長手方向軸１２０と同じ位置にある軸１３４を有する中央長手方向
チャネルを規定する内径表面１３２を含む軸方向円筒１３０が存在する。
【００１８】
　また、原子炉空間１０８内には、軸方向円筒１３０に対して同心円状に配置された複数
の軸方向に延びるリング１４０が配置されている。図３Ｂを参照すると、図３Ａの一部の
拡大された斜視半径方向断面図が示されている。複数の軸方向に延びるリング１４０の少
なくともいくつかは、半径方向に分離され、任意の２つの軸方向に延びるリング１４０が
考慮される場合、半径方向内側に隣接するリング１４０ａおよび半径方向外側に隣接する
リング１４０ｂを形成する。半径方向内側に隣接するリング１４０ａの外径表面１４２お
よび半径方向外側に隣接するリング１４０ｂの内径表面１４４は、円筒形空間１５０を規
定する。
【００１９】
　環状円筒形空間１５０内の円周方向に配置され、複数の一次軸管１６０が存在する。各
一次軸管１６０は、一次チャネル１６４（主に流れに使用される）および外径表面１６６
を形成する内径表面１６２を含む。複数のウェビング１７０は、複数の一次軸管１６０の
それぞれの外径表面１６６を、第１の例では、半径方向内側に隣接するリング１４０ａに
、第２の例では、半径方向外側に隣接するリング１４０ｂに接続する。いくつかの実施形
態では、軸管１６０は、ウェビング１７０によって、半径方向内側に隣接するリング１４
０ａおよび半径方向外側に隣接するリング１４０ｂのうちの少なくとも一方、あるいは両
方に接続されている。他の実施形態では、軸管１６０の一部のみが、ウェビング１７０に
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よって、半径方向内側に隣接するリング１４０ａおよび半径方向外側に隣接するリング１
４０ｂの少なくとも一方、あるいは両方に接続されている。ウェビング１７０の使用の数
、場所、および頻度は、ウェビング１７０を使用して接続を行うことによって全体的な設
計に提供される寸法の完全性に基づいて変化することができる。
【００２０】
　一次軸管（すなわち、一次流チャネル）の内径表面は、軸位置の関数として均一であり
得るか、または変化し得る。例えば、いくつかの実施形態では、一次チャネルを形成する
一次軸管の内径表面は、例えば、一次冷却材の流動特性に影響を与えるために、一次軸管
の長手方向軸に対する軸位置の関数として変化し得る。また、例えば、他の実施形態では
、一次チャネルは、軸方向の長さに沿って異なる領域またはゾーンを形成するようにチャ
ンバ化されている。これらのゾーンは、原子炉の性能を監視または影響を与えるための機
器および／または他の機器または材料を収容するために使用できる。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、軸方向円筒１３０の中央長手方向チャネルおよび一次チャネ
ル１６４のうちの１つまたは複数は、核分裂炉の外面からアクセス可能である。アクセス
可能な場合、中央長手方向チャネルおよび／または一次チャネルを使用して、照射された
医療機器、医療用同位体、科学的同位体などの照射されたサンプルを調製することができ
る。
【００２２】
　また、原子炉空間１０８内には、複数の二次チャネル１８０が配置されている。図３Ｂ
を参照すると、複数の二次チャネル１８０は、環状円筒形空間１５０内に配置され、円周
方向に隣接する一次軸管１６０ａ、１６０ｂを分離する。例えば、二次チャネル１８０の
内表面は、円周方向に隣接する一次軸管１６０ａ、１６０ｂの外径表面１６６の部分、円
周方向に隣接する一次軸管１６０ａ、１６０ｂのそれぞれに関連する第１のウェビング１
７０および第２のウェビング１７０の表面、および半径方向内側に隣接するリング１４０
ａの外径表面１４２の部分、および半径方向外側に隣接するリング１４０ｂの内径表面１
４４の部分を含む。典型的には、円周方向に隣接する一次軸管１６０ａ、１６０ｂは、円
筒形空間１５０内に非接触的に分布し、二次チャネル１８０を形成する。
【００２３】
　また、原子炉空間１０８内には、核分裂性核燃料組成物１９０が配置されている。例え
ば、図４に概略的に見られるように、核分裂性核燃料組成物１９０は、複数の二次チャネ
ル１８０の少なくともいくつかに配置することができる。核分裂性核燃料組成物１９０は
、二次チャネル１８０の内面の全てではないにしても少なくともいくつかと熱伝達接触し
ている。運転中、一次冷却材は、熱伝達をもたらすために核分裂性核燃料組成物１９０を
含む複数の二次チャネル１８０のうちの１つによって分離された円周方向に隣接する一次
軸管１６０のそれぞれの一次チャネル１６４を通って流れることができる。図示の実施形
態では、長手方向軸に垂直な二次チャネルの断面は、１枚の双曲面の断面の形状を有する
が、他の断面形状を使用することができる。適切な核分裂性核燃料組成物には、酸化ウラ
ンを含み、濃縮が２０％未満であり、モリブデンが１０重量％のウラン（Ｕ－１０Ｍｏ）
、窒化ウラン（ＵＮ）、および金属ベースの核分裂性燃料およびセラミックベースの核分
裂性燃料を含む他の安定な核分裂性燃料化合物を含む。
【００２４】
　当技術分野で知られているように、核分裂性核燃料の核分裂反応中に、ウランの分解は
、異なる相（気体、液体、または固体）で多くの代替元素を生成する。本明細書に開示さ
れる核分裂性核燃料組成物１９０を含む二次チャネル１８０の設計により、要素のこの核
変換による二次チャネル１８０内の内圧の増加は、二次チャネル１８０、すなわち、燃料
チャンバを圧縮力に置き、故障に対する耐性を向上させる。この現象は、熱膨張が発生し
たときにも見られる。対照的に、通常はジルコニウムから作られる管内にウランが配置さ
れている従来の原子炉燃料では、要素の核変換により管内圧が上昇し、管にフープ応力（
引張フープ応力の一種）が発生し、亀裂などの構造的破損につながる可能性がある。また
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、引張応力を受ける材料は、圧縮応力を受ける材料と比較して、応力腐食割れなどの様々
なタイプの腐食メカニズムの影響を受けやすくなる。さらに、水素化物形成金属（ジルコ
ニウムなど）は、水素脆化の影響を受けやすく、脆化して破壊する可能性がある。これは
、関連する部品が圧縮応力と比較して引張応力下にある場合に悪化する。
【００２５】
　図３Ａの図示の実施形態では、最も内側の複数の一次軸管は、軸方向に延びるリング１
４０によって軸方向円筒１３０から分離されていないことに留意されたい。したがって、
原子炉１００は、最も半径方向内側の軸方向に延びるリング１４０の内径表面と軸方向円
筒１３０の外径表面との間に円周方向に配置された複数の一次軸管１６０を含む。図３Ｂ
に関連して説明したものと同様に、これらの複数の一次軸管のそれぞれの外径表面は、第
１のウェビング１７０によって軸方向円筒１３０の外径表面に接続され、第２のウェビン
グ１７０によって最も半径方向内側の軸方向に延びるリング１４０に接続される。
【００２６】
　また、図３Ａの図示の実施形態では、最も外側の複数の一次軸管は、軸方向に延びるリ
ング１４０によってシェル１０２から分離されていないことにも留意されたい。したがっ
て、原子炉１００は、シェル１０２の内径表面と最も半径方向外側の軸方向に延びるリン
グ１４０の外径表面との間に円周方向に配置された複数の一次軸管１６０を含む。図３Ｂ
に関連して説明したものと同様に、これらの複数の一次軸管のそれぞれの外径表面は、第
１のウェビングによって最も半径方向外側に軸方向に延びるリング１４０の外径表面に接
続され、第２のウェビングによってシェル１０２の内径表面に接続される。
【００２７】
　様々な支持および補助装置を１つまたは複数の一次チャネル１６４に配置することがで
きる。例えば、減速材、制御棒、および温度センサまたは放射線検出器などの科学機器の
うちの少なくとも１つを、１つまたは複数の一次チャネルに配置することができる。図５
Ａは、イリジウム制御棒などの制御棒２００の形態の支持および補助装置、並びに水酸化
ジルコニウム中性子減速材などの減速材２１０が配置されている複数の一次チャネル１６
４の概略図である。制御棒２００はまた、中性子を吸収し、原子炉の臨界度を調整するた
めに使用することができる中性子毒を組み込むことができる。さらに、毒物は、核分裂炉
１００を停止するのに十分な中性子を吸収することができるか（例えば、制御棒２００が
原子炉空間１０８に完全に挿入されるとき）、または核分裂炉１００の臨界を維持するよ
うに軸方向に配置することができる（例えば、制御棒２００が炉心１０９からある距離だ
け引き出されて、連続的な核分裂連鎖反応を可能にするとき）。いくつかの実施形態では
、減速材２１０は、Ｈｅを流すことによって冷却され、トライフィン設計で安定化される
。任意の適切な数の制御棒２００および減速材２１０を使用して、所望の磁束プロファイ
ル、出力分布、および動作プロファイルのうちの１つまたは複数を得るために、原子炉空
間１０８全体に適切に分配することができる。例示的な実施形態では、制御棒２００は、
ねじ切りされており、これは、軸方向のスペースの節約に貢献し、制御棒の直径を最大化
し、信頼性の高いＳＣＲＡＭ動作のためにローラナットに直接接触することを可能にする
。制御棒２００の全てまたはサブセットは、個別の反応度制御を提供するために、および
／または動力成形のために、独立したモータによって個別に制御することができる。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、１つまたは複数の軸方向突起を有するロッドの形態の中性子
減速材料のインサートを、一次チャネル１６４に配置することができる。図５Ａおよび図
５Ｂは、一次チャネル１６４内のロッド２１０の形態のそのような中性子減速材料の例を
示している。ロッド２１０は、一次チャネル１６４の内側直径表面と減速材ロッド２１０
の外面（または外面の少なくとも大部分）との間の一貫したギャップ２１４を維持するこ
とに寄与する１つまたは複数のフィン２１２または他の突起を含む。フィン／突起２１２
は、ロッド２１０の長さに沿って軸方向に延びることができる。この設計は、ギャップ２
１４が、例えば、宇宙原子炉の推力を生成するか、または閉ループ発電システムを駆動し
、減速材料を冷却するためにガスが十分な流れを可能にするガス冷却原子炉に特に関連す
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る。減速材料はまた、中性子を熱化するように作用し、より中性的に効率的な炉心を作成
する。
【００２９】
　個々の減速材ロッドは、炉心内の任意の数の所望の位置に有利に挿入することができ、
必要に応じて独立して交換または整備することができ、炉心の製造中に大径の冷却材穴を
可能にする。
【００３０】
　減速材ロッド２１０はまた、追加の冷却を可能にするため、または制御棒２００または
他の材料の挿入に対応するために、図５Ｃに示される減速材ロッド２１０の代替実施形態
に示されるような環の形態をとることができる。金属からの中性子減速の重要な構成要素
である水素の移動を制限または防止するために、水素化物に被覆材を使用することもでき
る。被覆加工は、減速材料と冷却ガスの間のバリアとしても使用できる。
【００３１】
　図２Ａの議論で述べたように、核分裂炉１００は、シェル１０２および原子炉空間１０
８を移動可能に貫通する制御棒を含む。制御棒２００などの制御棒の位置決めおよび操作
は、制御棒システム２２０によって制御される（図５Ｄを参照）。制御棒システム２２０
の実施形態は、３つの主要な項目を含む。制御棒２００を原子炉空間１０８に出し入れす
るために使用される制御棒駆動モータ２３０。制御棒２００を原子炉空間１０８に出し入
れする制御棒２００に接続されたねじ付き駆動シャフト２４０。通常、一次チャネル１６
４に出入りする円筒形の中性子吸収毒である制御棒２００。制御棒２００を原子炉空間１
０８に出し入れすることは、通常、制御棒駆動モータの内部に位置し、ねじ付き駆動シャ
フトに結合されたねじ付きナットを回転させて、ねじ付きナットの回転が並進運動、すな
わち、制御棒２００の長手方向の動きを引き起こすようにすることによって行われる。
【００３２】
　宇宙用原子炉などのいくつかの用途では、核分裂炉とそのコンポーネントのサイズと重
量は、そのようなシステムが宇宙に打ち上げられたときに発生する重量／コストの不利益
に制限される。したがって、制御棒システムの他の実施形態は、原子炉コンポーネントの
保守または交換は、一度起動されるか、またはそれらが作動すると実行できないので、そ
れらの設計を単純化しようとする。したがって、制御棒システム内のアイテムのサイズ、
重量、および複雑さを軽減することは有益である。必ずしもサイズと重量が制限されてい
るわけではないが、地上の原子炉は、保守の削減と部品交換の削減により、同様の設計改
善の恩恵を受けることができる。そのような設計上の懸念に対処するために、制御棒シス
テムの実施形態は、中性子吸収材料からねじ付き駆動シャフト自体を製造することによっ
て、ねじ付き駆動シャフトと制御棒毒を組み合わせることができる。ねじ付き駆動シャフ
トが中性子吸収材料を使用して製造されている場合、個別の制御棒毒を核分裂炉から低減
または排除することができる。
【００３３】
　図５Ａの制御棒２００は、中性子吸収材料から製造されるか、そうでなければその構造
に組み込まれる、そのようなねじ付き制御棒の例示的な実施形態を示している。制御棒の
製造に使用できる（またはその構造に組み込まれている）適切な材料には、イリジウム、
ハフニウム、ステンレス鋼、タングステン、酸化アルミニウムマトリックス中の炭化ホウ
素（Ａｌ２Ｏ３－Ｂ４Ｃ）、モリブデン、およびタンタルが含まれる。様々な高温金属中
性子吸収材料のいずれか１つまたは複数を使用することができるが、現在、イリジウムが
中性子吸収材料として使用されることが企図されている。
【００３４】
　図６は、核分裂炉の例示的な実施形態における制御棒２００および減速材２１０の例示
的な数および分布を斜視断面図で示している。
【００３５】
　上で論じたように、元素の核変換は、核分裂性核燃料が占める空間に関連する内圧を増
加させる。そのような内圧を低減するために、核分裂炉の実施形態は、発生する応力を低
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減するために核分裂炉のコンポーネントに柔軟性を設計することができる。例えば、燃料
の連続体積の代わりに、開示された核分裂炉の実施形態は、二次チャネル１８０内または
核分裂性核燃料組成物１９０自体内の核分裂性核燃料組成物のセクション間に空間、ギャ
ップ、穴または他の開口部を組み込むことができる。そのような空間またはギャップの一
例が図７に示されており、１つまたは複数のギャップ２５０が核分裂性核燃料組成物１９
０に組み込まれている。ギャップ２５０の位置の例には、核分裂性核燃料組成物１９０と
ウェビング１７０との間（領域２５２を参照）、および核分裂性核燃料組成物１９０の本
体内（領域２５４を参照）が含まれる。ギャップを組み込んだ設計における応力のモデル
化は、ギャップがない領域と比較して、ギャップがある領域の活性原子炉空間１０８にお
いてより低い応力を示した。さらに、シェル１０２の全体的なフープ応力が減少した。さ
らに、核分裂性核燃料組成物１９０は、二次チャネル１８０を形成する表面および構造と
のより良好なインターフェースを示し、より良好な熱伝達性能をもたらした。例えば、ギ
ャップ２５０を設計に組み込むことは、（そのようなギャップ２５０のない設計と比較し
て）複数の一次軸管１６０のそれぞれの外径表面１６６との接触を改善することが示され
ており、これは、核分裂性核燃料組成物１９０と一次軸管１６０の内径表面１６２によっ
て形成される一次チャネル１６４を通って流れる一次冷却材との間の熱伝達の改善に寄与
する。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、核分裂炉１００は、ガス冷却原子炉の炉心であり、熱伝達は
、固体炉心からの効率的な熱伝達を可能にするようにサイズ設定された、図３Ａ～図３Ｂ
、図４および図５Ａに示される一次チャネル１６４などの原子炉空間１０８の穴を通って
流れるガスを介して起こる。ガス冷却原子炉の実施形態では、一次冷却材が炉心から熱を
除去し、それが次にガスを加熱する。加熱されたガスは、核熱ロケットのように推力に使
用したり、閉ループ発電システムを駆動したりするために使用できる。一次冷却材に移送
される核分裂性核燃料で熱を発生させるために、原子炉は、核分裂過程で放出される中性
子を熱化または減速するために中性子減速材に依存している。炉心での核連鎖反応、ひい
ては熱の発生を維持するには、中性子の減速が必要である。水冷原子炉は、中性子集団を
冷却および減速するために水に依存している。しかしながら、ガス冷却原子炉では、減速
のために追加の材料が必要である。中性子を熱化するために追加の減速材を使用すると、
熱化された中性子が核分裂性原子をより効率的に分割するため、燃料の量、したがって核
分裂炉の重量を減らすことができる。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、少なくともシェル、軸方向円筒、複数の軸方向に延びるリン
グ、複数の一次軸管、および複数のウェビングを含む核分裂炉の特徴は、一体の単一構造
である。換言すれば、核分裂炉のこれらの特徴は、例えば、積層造形プロセスによって一
体的に形成される。適切な積層造形プロセスの例では、モリブデン含有金属合金、ジルカ
ロイ－４またはハステロイＸなどの金属合金の３Ｄ印刷を利用して、注目の構造的特徴を
形成する。他の実施形態では、核分裂性核燃料組成物は、原料内に複数の金属を使用する
適切な多材料の積層造形プロセスが使用される場合、一体型の単一構造内に含めることが
できる。原料内に複数の金属を使用する適切な多材料の積層造形プロセスを採用する場合
に使用できるその他の合金は、鋼合金、ジルコニウム合金、およびモリブデン－タングス
テン合金（シェル用）、ベリリウム合金（反射器用）、およびステンレス鋼（格納容器用
）を含む。粉末原料も利用できる。
【００３８】
　本明細書に示され、説明される原子炉は、原子炉空間の長手方向軸に対して６回回転対
称性を有する。例えば、図８を参照すると、原子炉空間１０８内の同様の特徴が、原子炉
空間の長手方向軸１２０に対して６回回転対称性に配置されていることが分かる。この６
回回転対称性の例は、核分裂炉の例示的な実施形態の半径方向断面図に重ね合わされた図
８に示されている。例えば、第１の６回回転対称性３００は、制御棒２００の間で示され
ている。第２の６回回転対称性３１０は、減速材２１０の間に示され、第３の６回回転対
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称性３２０は、そのような特徴のための対応する円筒形空間１５０内の複数の一次軸管１
６０の間に示されている。
【００３９】
　原子炉空間１０８（および、拡張により、原子炉１００）は、原子炉空間の長手方向軸
に対して基礎となる６回回転対称性が維持される限り、１つまたは複数の軸方向に延びる
リング１４０および本明細書に開示される一次軸管１６０などの関連する特徴の追加また
は減算によって拡張可能であることに留意されたい。例えば、放射状の構成は、例えば、
１、６、１２、１８、２４、３０、３６ロッドなど、幾何学的に６倍に進む必要がある。
これにより、核分裂性核燃料を含む各二次チャネルは、原子炉空間１０８内の位置に関係
なく同じ体積を有することができ、核分裂性核燃料、原子炉空間の材料、および一次冷却
材の間の均一かつ最適な熱伝達を促進する。したがって、例えば、複数の二次チャネルの
少なくともいくつかに位置する核分裂性核燃料組成物は、核分裂炉全体で体積的に同一で
ある核分裂性核燃料要素のセットを形成する。また、例えば、一次チャネルの半径方向断
面の面積と二次チャネルの半径方向断面の面積との比は、核分裂炉全体で一定である（１
つまたは複数の一次チャネルと１つまたは複数の二次チャネルとの間で考慮される）。
【００４０】
　複数の原料を利用する３Ｄ印刷技術などの積層造形技術を使用して、本明細書に開示さ
れる核分裂炉および燃料負荷原子炉空間のための一体構造および単一構造を製造すること
ができる。例えば、積層造形技術は、複雑な形状を作成し、その場のセンサ、マシンビジ
ョン画像、人工知能と組み合わせると、コンポーネントが層ごとの積層造形に基づいて構
築されるため、製造品質の調整が可能になり（多くの場合、これらの層は、５０ミクロン
のスケールである）、そのような原子炉および構造の製造に予測的な品質保証が提供され
る。
【００４１】
　本明細書に開示される核分裂炉および燃料負荷原子炉空間の一体構造および単一構造を
製造するための積層造形技術は、（ａ）予測および因果解析、（ｂ）構造の層ごとの製造
中、マシンビジョンおよび加速処理と組み合わせたその場監視、（ｃ）機械学習コンポー
ネントと組み合わせた自動解析、および（ｄ）完成時の構造のデジタル表現の仮想検査（
本明細書では「デジタルツイン」とも呼ばれる）のステップを含む。図９は、本明細書に
開示される核分裂炉および燃料負荷原子炉空間のための一体構造および単一構造を製造す
るための積層造形法４００を要約している。
【００４２】
　方法４００は、既存の実験データを使用して初期の重要品質（ＣＴＱ）要因を決定し、
初期の機械学習アルゴリズムのトレーニングを提供する予測および因果解析４１０を含む
。機械学習アルゴリズムの初期入力データは、有機的に開発されたもの、サードパーティ
によって提供されたもの、または履歴データセット（オープンソースなど、および／また
は現在の積層造形プロセスに関連する潜在的な機能と観察結果として記録された積層造形
技術の以前の経験を捕捉した操作と実験に基づく）に基づいたもののいずれかである。い
ずれの場合も、初期の機械学習アルゴリズムは、製造プロセスの各ステップのアルゴリズ
ム表現であると同時に、理想的な最終構造のアルゴリズム表現でもある。例えば、入力、
出力、環境条件などの製造条件、供給の品質などの追加の変数を含めることにより、初期
の機械学習アルゴリズムにさらに複雑さを加えることができる。記載されている初期入力
データに適用されたアルゴリズムだけで、原子炉製品の最終的な重要品質（ＣＴＱ）の要
因を説明するのに役立つが、製造されたままの製品の認定には十分ではないと予想される
。
【００４３】
　予測および因果解析４１０のステップに適用可能なデータサイエンス方法論は、（１）
欠陥を定義する。（２）測定された出力（層の融合、形状、位置など）に変換する。（３
）「整頓されたデータ（tidy data）」の原則（列の変数、行の観測値、リンクされたテ
ーブル、テストの再現性）を使用したクリーンなデータセット。（４）データをトレーニ
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ング、テスト、および検証のセットに分割する。（５）データセットの特徴付け、探索的
解析、物理理論に対する調査。（６）候補の特徴を抽出する。（７）既存のデータからテ
ストする関係の仮説を述べる。（８）ランダム化のためのリサンプリング手法を使用して
多変量回帰アルゴリズムを構築する。（９）サンプルエラーの出入りを評価する。（１０
）仮説を評価し、物理的テストの基本的なパラメータを確立する。（１１）既知の積層造
形ジオメトリを作成し、予測モデルを検証し、因果関係と出力パラメータを生成する。（
１２）仮説を再評価し、機械学習ベースの基本的な欠陥定義を更新する。を含む。成功し
た初期機械学習アルゴリズムは、物理テストの前に既存のデータを使用して加法ビルドに
考えられる重要な要因に関する基本的な仮説を決定し、機械学習の基礎を形成する。次に
、最終的な予測モデルを使用して、物理的な生産と初期の機械学習条件のその場測定計画
を通知する。
【００４４】
　予測および因果解析４１０のステップは、通常、製造されたオブジェクトの構造を製造
するための材料の層ごとの堆積の前に行われる。
【００４５】
　方法４００は、構造４２０の層ごとの製造中のマシンビジョンおよび加速処理と組み合
わされたその場監視を含む。このステップでは、適切なその場監視により、構造の層ごと
の製造に関連するデータがキャプチャされ、加速処理がされて、解析のために機械学習に
入力するデータがデジタル化される。その場監視は、任意の適切な手段によって行うこと
ができる。例えば、産業用マシンビジョンカメラは、位置情報を含む視覚情報を提供でき
、熱電対は、供給された材料と堆積されたままの材料の両方の温度情報を提供でき、電流
および電圧センサは、堆積条件に関する情報を提供でき、堆積の速度と割合を監視でき、
環境状態を監視でき、Ｘ線技術は、材料の特性を監視できるだけでなく、材料の特性評価
、温度分布の赤外線サーモグラフィ、構造や応力状態などの溶接プールの特性を提供でき
る。これは、実施可能なその場監視のほんの一例であり、その結果を積層造形法で利用で
きる。その場監視に含めることができる他のパラメータには、クールダウンプロファイル
、ボイドの検出、気孔率測定、亀裂、積層、寸法の不規則性などの欠陥検出が含まれる。
積層造形法は、センサの課題を提起することに注意する必要がある。例えば、カメラやそ
の他のセンサを配置して、フィルム層と堆積ヘッドとの間のデータを収集し、構造の配置
と位置合わせを検出する必要があるためである。ＧＰＵアクセラレーションなどの並列処
理は、必要ではない場合でも、その場監視からの大量のデータを処理し、リアルタイムの
修正を返すために必要な数十の機能を処理するのに有利な場合がある。加速処理の出力は
、自己修正または完成時のモデルを使用したオフライン解析のための識別のために、ルー
プ内のマシン制御にフィードバックされる。
【００４６】
　本明細書に開示される核分裂炉および燃料負荷原子炉空間の一体構造および単一構造が
製造されるときに、その場監視および自動解析ステップを層ごとに繰り返すことにより、
製造プロセスへの継続的なフィードバックが可能になる。そのフィードバックは、（ｉ）
積層造形プロセスにおける層ごとの調整、（ｉｉ）デジタルツインでの監視および解析さ
れた情報のアーカイブ、その後の解析と評価の可能、および（ｉｉｉ）本明細書に開示さ
れる核分裂炉および燃料負荷原子炉空間のための一体構造および単一構造の将来の積層造
形で使用するための製造プロトコルおよび層ごとの指示の更新と調整の基礎となる。
【００４７】
　製造されたオブジェクトの構造を層ごとに製造する間、方法４００は、機械学習コンポ
ーネント４３０と組み合わされた自動解析を含む。機械学習は、マシンビジョンとその場
監視の入力からインテリジェンスを作成し、その入力を既存のデータに適用し、機械トレ
ーニングを介して処理を更新し、積層造形プロセス中に自己調整して予測適格性解析を実
行する。
【００４８】
　機械学習には、プロセス機能を監視するための異常検出アルゴリズムを含めることがで
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きる。例えば、異常検出アルゴリズムは、堆積速度の変動、予期しない遅延またはボリュ
ーム消費、温度、アライメント、または化学的性質をチェックできる。このプロセスデー
タの自動解析では、異常を示す１つまたは複数の特徴Ｘ１を選択し、パラメータＵ１を適
合させて、選択した各特徴の分布を特徴付け、観測されたＸが各特徴Ｕの許容可能なガウ
ス誤差内に適合する確率を計算できる。
【００４９】
　機械学習には、進行中の異常検出のための画像の分類器を含めることもできる。例えば
、ピクセル化された画像を入力データとして使用できる。この場合、各サンプルは、画像
の小さなピクセル領域である。画像に収まる領域の数は、異常や形状を区別および分類す
るために使用できる次元の数を表す。数百の次元（画像の一部）のベクトル化された画像
により、マシンは、各特徴の最適化機能を介して、適切な形状または異常がどのように見
えるかを学習できる。分類器が異常を検出するようにトレーニングされると、（特定の統
計的信頼水準内で）異常につながる以前に検出された堆積条件を識別し、その情報を異常
が実際に発生する前にその場の条件に適用し、異常を回避するために積層造形プロセスに
積極的に介入するようにさらにトレーニングできる。この反復的な修正機能は、欠陥のあ
る多数の層を堆積する前に、インプロセス調整を行うために重要である。
【００５０】
　ニューラルネットワークは、機械学習に関連する非線形仮説に利用できる。例えば、ニ
ューラルネットワークは、入力条件を取得してモデルを適合させる特徴のアレイを使用し
て、隠れ層を使用して出力条件を正しく予測し、重み付けパラメータを作成する。順伝播
アルゴリズムは、予測機能を提供し、逆伝播は、システムによって学習された重み付けス
キームを明らかにするために使用される。隠れ層は、特徴の数が多い場合（画像データな
ど）、相互作用が複雑な場合、またはその両方の場合に、実行可能な解決策に到達するこ
とを可能にする。
【００５１】
　方法４００はまた、完成時の構造（本明細書では「デジタルツイン」とも呼ばれる）４
４０のデジタル表現の仮想検査を含む。典型的には、デジタルツイン４４０の仮想検査の
ステップは、製造された物体の構造を製造するための材料の層ごとの堆積の完了後に行わ
れる。デジタルツインは、有限要素解析などの様々なコンピュータ支援構造解析およびモ
デリング手法を使用して解析し、構造解析、熱伝達、流体の流れ、および質量輸送特性を
調査できる。さらに、完成時の構造の内部特徴やアクセスが困難な特徴は、デジタルツイ
ンで簡単にアクセス、表示、解析できる。これにより、完全な３６０度の検査と、「裏返
し」の検証機能が提供される。デジタルツインは、実際の完成時の構造を複製するため、
デジタルツインに関するこのような解析の結果は、実際の完成時の構造と高い相関関係が
ある。そのため、デジタルツインのテスト結果に基づいて、（強度などの目的のパラメー
タについて）完成品の信頼性を統計的に評価できる。
【００５２】
　従来の製造の無数の製造前、製造中、および製造後の品質保証方法とは対照的に、これ
は、多くの場合、破壊ベースの技術および／または検査制限であり、本明細書に開示され
る核分裂炉および燃料負荷原子炉空間の一体構造および単一構造の製造中に品質評価を確
立することは、複雑な製品の製造後の検証の難しさを相殺するだけでなく、追加的に製造
された各層に沿ったプロセス監視データの継続的な入力に対して回帰した、高解像度の層
ごとの（最小）解像度で検査する裏返しの評価によって提供されるより直接的な保証によ
って不要になる。
【００５３】
　さらに、仮想検査は、製造中に収集されるときに解析的に処理された完成時のデータか
ら構築されたモデルを使用して実行できる（例えば、物理的な完成品の「デジタルツイン
」）。品質への影響の異常を学習するマシンの予測力（保存されたデータと処理中のデー
タを使用）と、最終的な完成品のステータス（継続的に更新されるベースラインと比較し
て）を監視、解釈、および報告する機能と組み合わせることで、本明細書に開示される積
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層造形法は、発生前の欠陥を回避するだけでなく、製造プロセス中に監視および記録され
た製造時の状態に基づいて、完成品全体に亘るグローバルベースでの完成品の実行可能性
に対する信頼性を統計的に評価する。
【００５４】
　例１：直径１６インチ、高さ２４インチの寸法の核分裂炉をモデル化した。原子炉は、
６つの円筒形の空間があり、その軸方向の高さは２０の等間隔の軸方向レベルに分割され
、潜在的な燃料負荷のために２５２０の個別の一次チャネルと２５２０の個別の二次チャ
ネルが得られた。図３Ａは、上面斜視図からの軸方向レベルでの特徴の配置を示している
。構造上の考慮事項の寸法例には、（ａ）シェル１０２の外周０．７５インチ、（ｂ）一
次チャネルの壁の厚さ３ｍｍ、（ｃ）軸方向に延びるリングとウェビングの厚さ２ｍｍが
含まれる。しかしながら、より小さな寸法を使用して追加の燃料負荷の可能性を提供した
り、より大きな寸法を使用して強度を提供したりすることができる。以下は、シェルメタ
ル、一次チャネル、および二次チャネル（ウランメタル）の体積である。

【００５５】
　例１のウラン体量を計算した。１３６４．３ｉｎ３の合計二次チャネル体積（燃料体積
）を備えた上記の１６”ｘ２４”構成では、全ての二次チャネルが２０％濃縮のＵ２３５
で満たされている場合、１８７ポンドの最大Ｕ２３５重量が可能である。しかしながら、
各チャンバには１０％のオフガス量を可能にするプレナムが組み込まれている。これによ
り、２０％の濃縮で最大Ｕ２３５重量が１４９．６ポンドになった。これは、臨界に必要
な量をはるかに超えているが、この過剰な容量により、燃料サイクルの効率とサイクルの
長さを最適化するために、濃縮を半径方向および軸方向に調整できる。
【００５６】
　一次チャネルのサイズは、強度と流れ面積のバランスをとるために、直径１８ｍｍ、壁
３ｍｍになるように任意に選択された。その結果、合計流量面積が５０ｉｎ２を超える１
２７個の穴が作成された。穴の数と流れ面積のサイズにより、膨大な数の可能なフローチ
ャネル、減速材ロッド、制御棒の位置、スクラムロッドの位置、および計装のニーズに対
応できる。必要な出力レベル、液体の選択、減速材料、制御棒の材料、および濃縮は、各
穴の特定の目的を推進する。
【００５７】
　図面に見られるように、核分裂性核燃料、例えば、ウランを含む全ての二次チャネルは
、２つの異なる一次チャネルの２つの半分に接続されている。したがって、他の全ての一
次チャネルが流体の流れ専用である限り、燃料を含む各二次チャネルは、熱伝達の目的で
隣接する一次チャネルに熱を伝達する。さらに、６０の一次チャネル位置を非フローニー
ズ（減速材、制御、スクラム、および計装）専用にすることができる。プラグの設計を考
慮すると、１８ｍｍの一次チャネルサイズ全体を使用しないことで、流れのない位置での
熱伝達も可能になる。例えば、フィン形状の制御棒設計は、反応度制御と適切な流れを一
次チャネルで同時に提供することができる。
【００５８】
　例の原子炉は、半径方向および軸方向の濃縮の利点を有する。核分裂性核燃料を使用す
る各二次チャネルは、核分裂性核燃料を使用する他の全ての二次チャネルから独立してい
るため、半径方向と軸方向の両方でカスタム濃縮を選択できる。経験によれば、これによ
り燃料サイクル効率が最大２０％向上し、シェル温度のバランスが取れる。積層造形を介
して、無限の数のウラン濃縮物を提供することも考えられる。例えば、劣化ウラン線と２
０％濃縮ウラン線のみを組み合わせて使用することにより、これら２つの極値間の濃縮が
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可能になる（対照的に、従来の慣行では、原子力製造会社は、通常、非積層造形の複雑さ
などのために、１０未満の異なる濃縮に制限している）。
【００５９】
　例の原子炉は、拡張可能でスケーラブルである。１６”ｘ２４”原子炉の寸法でモデル
化されているが、１２”ｘ１８”を超える任意の原子炉サイズが可能である。さらに、チ
ャンバの半径方向の幅がこの設計内の詳細に保たれ、上記の６回半径方向対称性の概念に
従って、任意の数の追加の軸方向に延びるリング１４０を追加することができる。その結
果、原子炉のサイズに関係なく、サイズが同じ核分裂性核燃料を備えた全ての二次チャネ
ルを備えた、継続的な高度に対称的な構成になる。
【００６０】
　例２：ＡＮＳＹＳエンジニアリングシミュレーションおよび３Ｄ設計ソフトウェア、Ｓ
ｏｌｉｄＷｏｒｋｓソリッドモデリングコンピュータ支援設計およびコンピュータ支援エ
ンジニアリングコンピュータプログラム、およびモンテカルロＮ粒子輸送コード（「ＭＣ
ＮＰ」）核プロセスシミュレーションプログラムで構成される計算プラットフォーム（本
明細書ではユニバーサル反転原子炉計算プラットフォームまたは「ＵＩＲＣＰ」と呼ばれ
る）を利用し、適用して、ユニバーサル反転原子炉設計の理想的な熱構成を解決した。本
明細書に開示されるユニバーサル反転原子炉設計では燃料と被覆管が互いに隣接している
ため（例えば、図４および本明細書の関連する説明を参照）、上記の界面を共有する２つ
の材料の熱膨張率が変化するため、熱応力が増加する可能性が高い。この問題に対処する
ためにＵＩＲＣＰが適用され、燃料の濃縮と原子炉の形状が繰り返されて、半径方向の温
度勾配が均一化された。線形熱交換の性質上、軸方向の温度勾配と全体的なピーク温度は
避けられず、ＵＩＲＣＰプロセスの一部ではなかったことに注意されたい。
【００６１】
　ＭＣＮＰは、ＵＩＲＣＰプロセスでモデル化されたユニバーサル反転原子炉設計に適用
され、隣接する各燃料要素のＭｅＶ／グラムを計算し、臨界をチェックした。まず、入力
デッキは、ユーザの幾何学的および材料の入力に基づいて作成する必要がある。他のユー
ザ入力には、冷却材、燃料、被覆管、および反射器の材料を含めることができる。これは
、ユーザ入力を読み取り、ＭＣＮＰ形式（バイナリジオメトリ）でジオメトリを出力し、
各セルに目的の材料でラベルを付け、中性子物理学を設定することによって行われる。次
に、入力デッキが実行され、ＭＣＮＰの視覚化ソフトウェア機能を利用して、この時点で
ジオメトリを確認するオプションがユーザに与えられる。ＭＣＮＰ出力を検索して、各燃
料要素に関連付けられたＭｅＶ／グラムを見つけ、Ｗ／ｍ３に変換して、別のファイルに
保存する。これらの全てのステップは、必要なコマンドとサブプログラムを呼び出す管理
バッチファイルによって制御される。図１０Ａは、初期ユーザインターフェースのスクリ
ーンショット５００を示し、図１０Ｂは、ＭＣＮＰＸジオメトリレビューのスクリーンシ
ョット５１０を示している。
【００６２】
　ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓはＵＩＲＣＰプロセスに適用され、ユーザ入力に基づいて参照原
子炉ジオメトリのコンピュータ支援設計（ＣＡＤ）ソリッドモデルを更新した。ユーザ入
力は、基本ジオメトリの選択であった。ユーザによって更新された変数は、ジオメトリ変
数：リング間隔、リングの数、クラッドの厚さ、通路のＩＤとＯＤ、軸方向のセグメント
の数、および全体の高さ、であった。図１１Ａおよび図１１Ｂは、この例で使用される幾
何学的関連変数の幾何学的構造および寸法を有するダイアグラム６００、６１０を示して
いる。図１１Ａ～図１１Ｂの幾何学的構造と図３Ａ～図３Ｂの原子炉空間１０８の設計と
の間の類似性に留意されたい。
【００６３】
　基本設計としてユニバーサル反転原子炉設計（図１１Ａ～図１１Ｂに関して示され説明
された設計など）を使用すると、燃料、被覆管、および通路のソリッドモデルが事前に存
在する。ＵＩＲＣＰプロセスは、ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓを開き、ジオメトリグローバル変
数を更新するサブプログラムを実行し、不要なジオメトリを抑制するためにＶＢＡ（Ｖｉ
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ｓｕａｌ　Ｂａｓｉｃ　ｆｏｒ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ）プログラムを実行し、新し
いジオメトリパラメータを使用して設計を再構築し、６分の１のコアパラソリッドを保存
するバッチファイルを呼び出す。パラソリッド７００（図１２を参照）は、プロセスから
生じるコアパラソリッドの例である。図１２のこのコアパラソリッド７００と、シェル、
軸方向円筒、複数の軸方向に延びるリング、複数の一次軸管、一次チャネル、複数のウェ
ビング、および複数の二次チャネルを含む図３Ａ～図３Ｂの原子炉空間１０８の設計との
間の類似性に留意されたい。ＵＩＲＣＰプロセスとＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓモデリングは、
リングの数、通路のサイズ、燃料のサイズ、原子炉全体のサイズ、およびインタースティ
シャルクラッドを変更および更新して、ユニバーサル反転原子炉の設計を最適化できる。
【００６４】
　ＡＮＳＹＳは、通路を流れる冷却液を暖める熱を燃料が生成する熱水力問題を解決する
ためにＵＩＲＣＰプロセスに適用された。ＡＮＳＹＳ　ＦＬＵＥＮＴなどの計算流体力学
（ＣＦＤ）ツール、およびＡＮＳＹＳ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌに基づく有限要素解析（Ｆ
ＥＡ）などの構造解析ツールを使用できる。ＡＮＳＹＳ　ＦＬＵＥＮＴとＡＮＳＹＳ　Ｍ
ｅｃｈａｎｉｃａｌを使用して、ｊ＿ｓｃｒｉｐｔジャーナルが呼び出され、Ｓｏｌｉｄ
Ｗｏｒｋｓを適用したＵＩＲＣＰプロセスの結果として、コアパラソリッド７００などの
コアパラソリッドが挿入された。次に、ＡＮＳＹＳ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌを開いてパラ
ソリッドをメッシュ化し、固体と流体を区別した。ＦＬＵＥＮＴを制御するためのスクリ
プトが生成された。そのスクリプトの呼び出しは、ＦＬＵＥＮＴを開くことから始まった
。スクリプトには、燃料、被覆管、冷却液の材料に関するユーザ入力の参照が含まれ、こ
れらの入力に基づいて更新された。燃料と被覆管との間のメッシュインターフェースは、
分割された（これにより、ソリッドメッシュがインターフェースを均一なピースと見なす
ため、誤った結果が生じるのを防ぐ）。冷却液の入口と出口は、ユーザ入力速度と周囲温
度に設定された。燃料要素には、ＭＣＮＰ出力に基づいて適切な内部発熱量が与えられた
。次に、ＦＬＵＥＮＴは、熱水力シミュレーションを実行し、温度等高線図を作成した。
図１３は、上記のステップによって概説されたように、ＦＬＵＥＮＴを実行することから
得られる温度等高線図８００の例である。
【００６５】
　ＵＩＲＣＰプロセスは、ＡＮＳＹＳ、ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓ、ＭＣＮＰプログラムを単
一のソフトウェア自動化にインターフェースし、個々のソフトウェアがユーザの特定され
た最適化手法に基づいて最終結果に向けて反復する。インターフェース操作は、他のソフ
トウェアが自動化されている間、呼び出されるまで待機する１つのソフトウェアの出力か
ら必要な情報を保存することによって実行された。例えば、ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓおよび
ＡＮＳＹＳプログラムは、ソリッドモデリングを介して通信する。ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓ
がジオメトリの更新を実行してパラソリッドを保存した後、ＡＮＳＹＳは、そのパラソリ
ッドをベースジオメトリとして呼び出し、熱水力解析を実行する。他の例では、ＭＣＮＰ
プログラムとＡＮＳＹＳプログラムは、燃料濃縮と半径方向の温度勾配との間の関係を介
して通信する。最初の反復中に、ＭＣＮＰは、全ての燃料要素の初期燃料濃縮レベルを使
用して初期中性子シミュレーションを実行する。これは、燃料要素ごとの内部発熱量（Ｗ
／ｍ３）に相当する。内部発熱量の値が保存され、ＡＮＳＹＳがそれらを呼び出すのを待
つ。ＡＮＳＹＳが熱水力シミュレーションを実行すると、半径方向の熱プロファイルが保
存される。熱プロファイルは、放射状の温度勾配の勾配がゼロに向かう傾向を示す次の反
復濃縮が何であるかをＭＣＮＰに通知する（それが特定された最適化手法である場合）。
このプロセスは、許容可能なレベルの温度勾配に達するまで繰り返される。これは、ＵＩ
ＲＣＰプロセスのメインの反復ループとして機能する。
【００６６】
　例３：核分裂炉１００の例示的な実施形態の中性子工学を調査した。調査した核分裂炉
１００は、１９．７５重量％Ｕ－２３５の低濃縮ウラン（ＬＥＵ）を利用した。核分裂炉
には、シェル内の原子炉空間内に配置された１０個の燃料リングがあった。炉心径は、４
３４．７ｍｍ、炉心高さは、８００ｍｍであった。厚さ１５ｃｍのベリリウム反射器が炉
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心を囲んだ。中性子工学は、モンテカルロＮ粒子輸送コード６（「ＭＣＮＰ６」）核プロ
セスシミュレーションプログラムを使用してモデル化された。定常状態の操作（ｋ－ｅｆ
ｆ＝１．０）には、炉心の操作寿命全体にわたって一連の制御棒操作が必要であると判断
された。図１４Ａおよび図１４Ｂは、制御棒が炉心から取り外されたときのＭＣＮＰ６核
プロセスシミュレーションプログラムからの炉心電力ピークプロファイルを示している。
図１４Ａのプロファイル９００は、炉心の高さ（メートル、上から下）の関数としての電
力（平均に正規化）を示し、１．４９のピーキング係数（全ての制御棒が完全に引き出さ
れた）、０．３９ｍでの軸方向のピーキング位置、および１．０６３７５±０．０００３
６のｋ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ（制御棒は完全に引き抜かれている）を有する。図１４Ｂの
プロファイル９１０は、半径距離（メートル）の関数としての電力（平均に正規化）を示
し、１．１２のピーキング係数（全ての制御棒が完全に引き出された）、０．０１８６ｍ
での軸方向のピーキング位置、および１．０６３７５±０．０００３６のｋ－ｅｆｆｅｃ
ｔｉｖｅ（制御棒は完全に引き抜かれている）を有する。図１４Ｃは、中性子エネルギ（
ＭｅＶ）の関数としての中性子フラックス（全フラックスに正規化された）のプロファイ
ル９２０を示し、１．０６３７５±０．０００３６のｋ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ（全ての制
御棒が完全に引き抜かれた）を有する。シャットダウンの目的で、制御棒が完全に挿入さ
れたモデル化された原子炉のｋ－ｅｆｆｅｃｔｉｖｅは、０．９４２１１±０．０００３
４であった。
【００６７】
　ＵＩＲＣＰと上記のプロセスにより、エンジニアは、原子炉のタイプ、材料、およびベ
ースの形状を柔軟に変更できる。最終結果は、積層造形技術を使用して製造できる原子炉
設計であり、エンジニアに様々な電力用途向けのツールを提供する。さらに、開示された
核分裂炉の特定の機能は、ＵＩＲＣＰプロセスの専用ルーチンを通じて最適化することが
できる。例えば、上記の濃縮最適化に加えて、ＵＩＲＣＰプロセスを使用して、（ａ）冷
却物質の熱伝達効率、半径方向の温度勾配、および軸方向の温度勾配の１つまたは複数に
基づく通路サイズ、（ｂ）例えば、半径方向の温度勾配に基づくリング幅、（ｃ）例えば
、半径方向の熱応力に基づく被覆管の厚さ、を最適化できる。
【００６８】
　さらに、ＵＩＲＣＰと本明細書で説明するプロセスは、新しい原子炉の設計に効果的に
適用できる。エンジニアは、臨界、熱水力学、および材料仕様を精査する任務を負ってい
る。この最初のプロジェクトの設計と評価には、新しい原子炉設計の実行可能性に関する
最初の回答を得るのに数か月（最大１年）かかり、数百万の費用がかかる可能性がある。
しかしながら、ＵＩＲＣＰと本明細書で説明するプロセスは、数日で新しい原子炉の熱水
力、中性子、および幾何学的知識を提供する。その結果、原子炉設計の有用性を事前に決
定し、現在の慣行に比べて時間とコストを削減してその設計を最適化することができる。
【００６９】
　図２Ａの核分裂炉１００は、１ＭＷｔｈ（＋２５０ｋＷｅ）の出力、ＺｒＨ減速、ヘリ
ウム冷却、ブレイトン熱力学サイクル、回転対称のモノリシックなどのベースライン特性
を備えている。しかしながら、核分裂炉１００は、より大きくまたはより小さくすること
ができ、すなわち、拡張可能であり、本明細書に開示および記載されるような代替の特性
を有することができる。
【００７０】
　本明細書に開示される核分裂炉１００は、地上電源、遠隔電源またはオフグリッド用途
、宇宙動力、宇宙推進、同位体生成、指向性エネルギ用途、商用電力用途、および脱塩を
含むがこれらに限定されない適切な用途で使用することができる。
【００７１】
　加圧水原子炉（ＰＷＲ原子炉）および一次冷却材としての水に関連して本明細書に一般
的に記載されているが、本明細書に開示される構造および方法は、沸騰水原子炉（ＢＷＲ
原子炉）、ＣＡＮＤＵ原子炉などの酸化重水素（重水）減速原子炉、軽水原子炉（ＬＷＲ
原子炉）、ぺブルベッド型原子炉（ＰＢＲ原子炉）、核熱推進原子炉（ＮＴＰ原子炉）、
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ム、水素、メタン、溶融塩、および液体金属などの他の一次冷却材を利用する。
【００７２】
　本明細書では、積層造形技術を使用して説明しているが、サブトラクティブ製造技術、
ならびに積層造形技術とサブトラクティブ製造技術の組み合わせを使用して、核分裂炉お
よび関連する構造を製造することができる。そのため、その場での技術と予測品質保証方
法は、そのようなサブトラクティブ製造／組み合わせ製造環境での使用に適合させること
ができる。サブトラクティブ製造技術の例には、フライス加工やボーリングなどの機械加
工、ボディを粗い半完成形状にした後、放電加工（ＥＤＭ）などの仕上げ機械加工が含ま
れる。電子ビーム加工（ＥＢＭ）など、他のサブトラクティブ製造方法を使用できる。
【００７３】
　本明細書に示され、説明されるユニバーサル反転原子炉の製造に関連して説明されるが
、本明細書に開示される積層造形法および予測品質保証方法は、航空宇宙産業における石
油化学産業（例えば、化学反応容器）を含む他の技術の製造に適用することができる（例
えば、タービンブレードやハウジングを含むタービンの部品、および燃焼室、ノズル、バ
ルブ、冷却材配管を含むミサイルやロケットの部品）。
【００７４】
　特定の実施形態を参照したが、他の実施形態および変形は、それらの精神および範囲か
ら逸脱することなく、当業者によって考案され得ることは明らかである。添付の請求の範
囲は、そのような全ての実施形態および同等の変形を含むと解釈されることを意図してい
る。

【図１】 【図２Ａ－２Ｂ】



(20) JP 2021-527831 A 2021.10.14

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図５Ｃ】

【図５Ｄ】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０Ａ】
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【図１０Ｂ】 【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】 【図１２】
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【図１３】 【図１４Ａ】

【図１４Ｂ】 【図１４Ｃ】
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